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※  2019年度消費生活相談の集計  

愛知県及び市町村がPIO-NET(全国消費生活情報ネットワークシステム)に登録した相談データ（2020年5月19日現在） 

に基づいて集計しています。 
 

2019年度消費生活相談の集計と分析 
 
 

 

  
【2019年度消費生活相談概要】  
  ～全体の相談件数が減少する中で、若者（30歳未満）からの相談のみが増加～ 
 ○ 愛知県及び市町村に寄せられた相談件数は、44,223件（県：10,411件、市町村：

33,812件）で、前年度に比べ、3,343件、7.0％減少しました。→概要データⅠ 
 ○ 契約当事者の年代３区分別の相談件数をみると、高齢者（70歳以上）及び一般（若者及び

高齢者以外）の相談は、前年度に比べ、いずれも減少（高齢者△9.2％、一般△12.5％）しま
した。一方、若者（30歳未満）からの相談は、6,349件（前年度比20.6％増）となり、後述
する「健康食品」「化粧品」の定期購入に関する相談や「情報商材」に関する相談の増加を
受け、減少傾向から増加に転じました。→概要データⅠ、Ⅲ 特徴的相談①、② 

 ○ 商品・サービス別では、身に覚えのない架空請求などの商品が特定できない「商品一般」
が、5,577件で最も多く、以下、アダルトサイトや出会い系サイトなどの「デジタルコンテ
ンツ」（3,992件）、「健康食品」(2,680件)、「化粧品」（1,873件）の順となっていま
す。 
「商品一般」の相談は、前年度（9,798件）に比べ、大幅に減少（△43.1％）していま 

す。これはハガキで身に覚えのない金銭を請求されたという「架空請求ハガキ」の相談が 
大幅に減少（△4,612件、△63.2％）したことによるものです。→概要データⅡ 

 

【2019年度の特徴的相談】 
① 「健康食品」「化粧品」の定期購入に関する若者（30歳未満）からの相談が4倍 
に増加 
「お試し」のつもりで申し込んだら、実は「定期購入」だったという相談が、前 
年度に比べ2.3倍に増加しました。特に若者からの相談が前年度の4倍と目立って
増加しました。→特徴的相談① 

② 「情報商材」に関する相談が依然高水準 
副業や投資等で高収入を得るためのノウハウと称して販売される「情報商材」に関す 

る相談が、依然として多く寄せられています。特に若者からの相談が最も多く、全 
体の4割を占めています。→特徴的相談② 

③ 新型コロナウイルスに関連した相談が3か月で649件 
旅行や結婚式などのキャンセルに関する相談、マスクの品不足などの相談が、新型コロ 

ナウイルスの感染拡大に伴い急増しました。→特徴的相談③ 

 

 

 

※2  複数の出資者から資金を集め、その資金を元手とした事業・投資などを行って、得られた収益を出資者に 

配分する仕組みです。なお、出資者が購入した商品などを事業者が一定期間預かり、そこから得られる収益 

を受け取る仕組みの「預託契約」なども含みます。 

 

 

 

2020年6月30日（火） 
愛知県県民文化局県民生活部県民生活課 
消費生活相談・消費者教育グループ 
担当 近藤、寺澤  
内線 5031・5036 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 052-954-6165 

～「健康食品」「化粧品」の定期購入に関する若者から 
の相談が4倍に増加！～ 

 
 

 

本事業は、ＳＤＧｓの「１２ つくる責任 
つかう責任」に資する取組です。  
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Ⅰ 相談件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 商品・サービス別件数（上位 5位） 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ 若者（30 歳未満）の相談件数の推移 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
     
  

２ ０ １ ９ 年 度 の 消 費 生 活 相 談 概 要 デ ー タ  
－  速  報  －  

（ 単 位 ： 件 ）  

（ 単 位 ： 件 ）  

（ 単 位 ： 件 ）  
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◆契約当事者の年代別件数 

934 

   
 
 

  

 
 

 

 

 

 

 

 
               

  
 
 
 

  

 

 

 

                                 

 

 

 

 

 
   

 

 
【相談事例】 

ネット通販で10円の「お試し」美容サプリを注文した。注文受付メールがきて、6回以

上購入しなければならない定期購入だと気づいた。メールで解約を申し出たが、6回以上

受け取るように言われた。総額で17,000円になるという。解約したい。（20代 女性） 

 
【アドバイス】 
○ 「初回お試し」や「初回キャンペーン価格」と書かれている場合は、定期購入が条 

件となっている場合があります。 

○ 定期購入の場合、申込・確認画面上に、定期購入契約である旨及び支払代金の総額、 

契約期間その他の販売条件を表示することになっています。 

〇 商品を注文する際には、定期購入が条件となっていないか、また「返品の可否とそ 

の条件（返品特約）」、事業者の連絡先などを十分確認することが大切です。 

○ 通信販売（インターネット注文含む。）には、クーリング・オフの適用はありませ 

ん。返品特約をしっかり確認しましょう。 

❶「健康食品」「化粧品」の定期購入に関する若者（30歳未満） 

からの相談が4倍に増加 

★ 「インターネット通販で1回だけのお試しのつもりで申し込んだら、実は複数回購入
しなければならない定期購入だった」という相談が、一段と増加しています。 

☆ 「健康食品」や「化粧品」の定期購入に関する相談は2,481件で、前年度（1,084
件）に比べ、2.3倍に増加しています。 

☆ 幅広い年代から相談が寄せられてますが、特に若者（30歳未満）からの相談が693件
と最も多く、前年度（171件）に比べ、4倍と目立って増加しています。 

◆「健康食品」「化粧品」の定期購入
の相談件数       （単位：件） 

 

（単位：件） 

 

２ ０ １ ９ 年 度 の 特 徴 的 相 談  

(年度) 
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♦契約当事者の年代別件数 ♦「情報商材」に関する相談件数 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
【相談事例】  
   SNSで「1週間で20万円稼げる」という広告を見つけ、4週間無料で試した。その後有料契約を
勧められ、FXの売買のタイミングを教えてくれるというソフトを14万円で購入した。ソフトを
使って運用したが全く儲からないので解約したい。（20代 男性） 

 
【アドバイス】 
○ 情報商材の広告では、簡単に大金を得られるかのようにうたっていますが、実際には
儲からない情報だったというトラブルが後を絶ちません。また儲けるためには、当初の
広告には記載のなかった別の高額契約をしなければならないなどと、次々と勧誘され
るケースもあります。 

〇 一旦契約すると「儲からない」からといって簡単に解約・返金してもらうことは困
難です。 

〇 誰でも簡単に稼げるうまい話はありません。「必ず儲かる」などの広告やセールス
トークを鵜呑みにしないようにしましょう。 

 

★ 『「簡単な作業で月数百万円稼げる」との広告に誘われ、副業や投資等で高収入を

得るためのノウハウと称する「情報商材」を購入したが、全く儲からない』という相

談が、依然として多く寄せられています。 

☆ 「情報商材」に関する相談は664件で、前年度（650件）に比べ2.2％増加し、高止

まりの状況にあります。 

☆ 年代別では、若者（30歳未満）からの相談が273件で最も多く、前年度（181件）に

比べ、1.5倍に増加し、全体の4割を占めています。 

☆ また、高齢者（70歳以上）からの相談（53件）も、前年度（27件）に比べ倍増して

います。 

2017年度 

 

2018年度 2019年度 

（単位：件） 

 

（単位：件） 

 

(年度) 

 

 

❷「情報商材」に関する相談が依然高水準 
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【相談事例】 

5月に挙式を予定していたが、参列者が新型コロナウイルスに感染すると困るので、キャ

ンセルしようと思い、結婚式場に連絡したところ、規約通り、申込金全額と会場使用料及

び基本料金の30％の解約料が必要と言われた。新型コロナウイルスが原因で解約するのに、

規約通りの解約料が適用されるのか。（30代 男性） 
 

【アドバイス】 
〇 解約料の取扱いは、原則として契約書に解約料についての記載があればその内容に従

うことになります。 

〇 消費者契約法では、「平均的損害額」を超える分については無効としています。 

〇 契約書や規約などで「どういう場合に解約できるのか」「解約料がいつから、どのく

らいかかるのか」しっかり確認することが重要です。 

〇 新型コロナウイルスによるキャンセルをどう取扱うかなど、あらかじめ定められてい

ない事項は、両者でよく話し合うことが大切です。 

❸新型コロナウイルスに関連した相談が3か月で649件 
 

 

 

 

 

 

 

９ 急増 
 

 

★ 新型コロナウイルスに関連した相談は、2020年1月から3月までの間に649件とな 
り、1月7件、2月115件、3月527件と感染拡大に伴い、月を追うごとに増加していま
す。 

☆ 商品・サービス別では、海外・国内のパック旅行の販売などを行う「旅行代理業」 
に関する相談が125件で最も多く、以下、マスクなどの「保健衛生品その他」（113
件）、「航空サービス」（61件）、「結婚式」（38件）の順に多くなっています。 

☆ 「旅行代理業」「航空サービス」「結婚式」及び「スポーツ・健康教室」に関す 
る相談は、「新型コロナウイルス感染症予防を理由にキャンセルしたところ、規約 
通りのキャンセル料を請求された」など、解約や解約料に関する相談が多くみられ 
ます。 

☆ 「保健衛生品その他」に関する相談では、マスクの品不足や高価格に関する相談、 
インターネット通販で「注文したマスクが届かない」などの相談が多く寄せられま 
した。 

（単位：件） 

 

◆新型コロナウイルス関連の相談件数       

（単位：件） 

 

◆商品・サービス別件数       
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消費生活相談窓口の御案内 
 

 

お住まいの市町村又は県で消費生活相談をお受けしています。 

消費生活上のトラブルなどでお困りの際には、早めに御相談ください。 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

消費生活相談 多重債務法律相談(完全予約制）(※）

（052）962-0999
月～金  9:00～16:30
土 ・ 日　9:00～16:00

火・木　13:00～16:00

※多重債務法律相談は、各実施日の2日前（国民の祝日等の休日は除く）までに予約の連絡をしてください。

愛知県消費生活総合センター

電　話　番　号

相談受付時間

消費者ホットライン  ☎１８８　（いやや！）
-  身近な消費生活相談窓口につながります。 -


